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r8物価_2_1 朱色変色

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 9 基金事業数

最終事業NO 10

（単位：千円）

前回から記載内容に変更
があった事業数 6

"うち交付対象経費のみの変
更"を除いた変更事業数 6

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

国のR8補正予算分
（交付限度額②）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  187,326  185,708  170,440  15,268 1,618 

国のR7補正において、食料品の物価高騰に対する
特別加算の配分を受けていない市区町村は、

食料品の特別加算に関する事業をNO1に入力してください。
複数の事業がある場合は、NO2以降に記載してください。

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○
現金支給とすることにより、幅広い分野において物価
高騰の影響を受けた生活者の負担を軽減できるため。

○ すその暮らし応援給付金事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

 43,400  43,400  43,400  2,300

①食料等の物価高騰の影響が幅広い層に及んでいる現状を踏まえ、市
民に対し現金を支給することで、物価高騰の負担を軽減することを目的と
する。給付対象を裾野市物価高対応子育て応援手当事業と重複しない
市民とすることで、給付に偏りがない合理的な範囲とする。物価高騰は幅
広い項目に及び、市民生活に影響を及ぼしていることから緊急性が高い
と判断し、現金給付事業とすることで、事務費の軽減と給付の迅速性の
両立を図る。
②給付金及び支給事務費
③給付金43,400千円（1人当たり5,000円×対象人数8,220人）、通信運搬
費・振込手数料2,300千円
④基準日（令和８年１月１日）において、裾野市の住民基本台帳に記録さ
れている市民のうち、裾野市物価高対応子育て応援手当支給対象児童
を除いた市民。

－ ○ － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
対象者に対して令和８年６月までに支給を完
了する。

明記済み（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌 対象分野に関連しない R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
小中学校の学校給食費を支援することにより物価高騰
下においても小中学生の保護者負担を増やすことなく
給食内容を維持するため。

○ 学校給食費物価高騰負担軽減事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 19,448  19,448  19,448

①物価高騰の影響を受け学校給食食材費の上昇が長期化していること
から、食材費の上昇分を補うことで保護者負担を増やすことなく学校給食
を実施する。なお、給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、国/都道
府県からの基準額に基づく支援額を超える部分に対して重点支援地方
交付金を充当する
②R8年4月からR9年3月分の賄材料費高騰分（給食費の13%）
③小学校：2333人×20円×180回=8,398,800円、中学校：1306人×47円
×180回=11,048,760円　合計：19,448千円
④市内小中学校で学校給食の提供を受ける児童生徒（教職員は含まな
い）

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
学校給食費の値上げをすることなく予定回数
（180回）実施する

明記済み（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受けている給食の食材料費を保育
所等に補助することにより、保護者の負担軽減、安定
した給食の提供を支援できるため。

○ 保育所等給食費物価高騰対策事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○ ①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 6,140  5,743  5,743  397

①物価高騰の影響を受けて上昇した食材料費を市内の保育所等に補助
し、保護者の負担軽減、安定した給食の提供を支援する。
②給食実施に係る賄材料費等（物価高騰分）
③対象人数1174人×12ヶ月
月単価：3歳以上児360円（公立１号192円）、3歳未満児600円
 内訳：公立保育園・こども園　園児 　296人　1,385千円
　　　　 私立保育園・こども園・小規模園　園児728人　4,107千円
          私立幼稚園・幼稚園型こども園　園児150人　648千円
　        （うち一般財源397千円）
　※教職員分は除く
④市内の公立園4園、私立園13園

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3 令和8年4月から令和9年3月において継続実
施し、保護者負担の増加を抑制する。

明記予定（HP) ホームページ等 保育所・幼稚園・認定こ
ども園等

R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○
高齢者の交通費を直接的に軽減することにより、物価
高騰の影響を受ける高齢者の生活を支援できるため。

○ 物価高騰対応高齢者移動支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

②物価高騰に伴う低所得
者世帯・高齢者世帯支援

 25,330  25,330  25,330  4,109

①交通費の負担を直接的に軽減することにより物価高騰の影響を受ける
高齢者の生活を支援するとともに、外出機会の減少を阻止し路線バスの
利用促進及び利用者の増加を図ることを目的に、70歳以上の市民に対
し、3,000円のバス・タクシー利用助成券をプッシュ型で交付する。
②負担金及び事務費
③負担金21,221千円（3,000円×11,409人×62％（R7利用率））
　消耗品費49千円
　印刷製本費1,200千円
　通信運搬費2,860千円
④令和8年3月31日時点で満70歳以上の市民（11,409人（令和8年3月末
時点）

－ － － ○ ○ R8.6 議決 R8.6 R8.10 R9.3
利用可能期間を鑑み、令和7年利用率の
62％を上回ることとする。

明記予定（HP・広報誌） ホームページ等 対象分野に関連しない R8補正（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○
省エネ性能に優れた家電の買換えを支援することによ
り、長引く電気代高騰による家計負担を軽減できるた
め。

○ 省エネ家電買換え補助金事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑤省エネ家電等への買い
換え促進による生活者支

援
 10,100  10,100  10,100  100

①エネルギー価格高騰による市民生活への負担を軽減するとともに、一
般家庭の温室効果ガス排出量の削減を推進する省エネ性能に優れた家
電を買換えした世帯に補助金を交付する。
②補助金及び事務費
③補助金10,000千円（50,000円円×200件）
　消耗品費23千円
　通信運搬費52千円
　手数料25千円
④市内販売店で下記対象製品を購入した市民
　・省エネ基準達成率100以上のエアコン
　・省エネ基準達成率100％以上の冷蔵庫

－ － － － R8.6 議決 R8.6 R8.10 R9.3 補助金執行率80％以上。 明記予定（HP・広報誌） ホームページ等 省エネ家電買い替え等 R8補正（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○
子育て世帯のおむつ購入費用を支援することにより、
物価高騰による経済的負担の軽減に繋がるため。 ○ 物価高騰対応幼児施設おむつ支給支援事業

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応 ○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援  5,000  3,779  3,779  1,221

①市がおむつのサブスク事業を委託・実施することにより希望者におむ
つを提供することにより、長期化する物価高騰の影響を受ける子育て世
帯を経済面から支援する。また、保育所等の利用時におけるおむつの持
参・記名の負担を軽減する。既におむつのサブスクを実施している園の
対象園児の保護者には、委託により実施するサブスクの費用を上限に交
付金を交付する。
②委託料及び交付金
③委託料4,125,000円（330人×2,500円×5ヵ月）
　交付金875,000円（70人×2,500円×5ヵ月）
④市に住民登録があり、市内の公私立保育園、こども園、小規模保育事
業所等に通園している2最以下の園児の保護者

－ － － － R8.6 議決 R8.9 R8.10 R9.3
令和8年10月から令和9年2月において継続
実施し、保護者負担の増加を抑制する。 明記予定（HP・広報誌） ホームページ等

保育所・幼稚園・認定こ
ども園等 R8補正（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 保育料を支援することにより、物価高騰による経済的
負担の軽減に繋がるため。

○ 物価高騰対応保育料支援事業（R7補正） Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○ ③物価高騰に伴う子育て
世帯支援

 39,412  39,412  39,412

①保育料を5カ月間無償とすることにより、長期化する物価高騰の影響を
受ける子育て世帯を経済面から支援する。
②扶助費及び児童福祉使用料
③39,732千円（7,882,400円×5ヵ月）
④市に住民登録があり、市内外の公私立保育園、こども園、小規模園、
市内の認可外保育所に通園している0歳児から2歳児までの保護者

－ － － － R8.9 議決 R8.9 R8.10 R9.3 令和8年10月から令和9年2月において継続
実施し、保護者負担の増加を抑制する。

明記予定（HP・広報誌） ホームページ等 保育所・幼稚園・認定こ
ども園等

R8補正（地）

9 R8_補正 推奨事業 ○ ○
保育料を支援することにより、物価高騰による経済的
負担の軽減に繋がるため。 ○ 物価高騰対応保育料支援事業（R8補正） 中東情勢対応 ○

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援  15,268  15,268  15,268

①保育料を5カ月間無償とすることにより、長期化する物価高騰の影響を
受ける子育て世帯を経済面から支援する。
②扶助費及び児童福祉使用料
③15,268千円（3,053,600円×5ヵ月）
④市に住民登録があり、市内外の公私立保育園、こども園、小規模園、
市内の認可外保育所に通園している0歳児から2歳児までの保護者

－ － － － R8.9 議決 R8.9 R8.10 R9.3
令和8年10月から令和9年2月において継続
実施し、保護者負担の増加を抑制する。 明記予定（HP・広報誌） ホームページ等

保育所・幼稚園・認定こ
ども園等 R8補正（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○
長期化する電気料金の高騰部分を支援することによ
り、節電対策による遷都への過度な負担が生じること
なく安定的な学校運営に繋がるため。

○ 学校施設等光熱費価格高騰対策事業 Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す

る地方単独事業

光熱費の価格高騰は学校施設等の運営に多大な影
響を与えている。本事業の実施により学校施設の安定
した運営、物価高騰の影響を受けることのない学習環
境の提供が可能となるため。

 23,228  23,228  23,228

①光熱費等の物価高騰により、学校施設で過度な節電対策による過大
な負担が児童生徒に生じないよう、交付金を充当し学校施設の安定した
運営を図る。
②市内小中学校のR8年度の年間光熱費（R8単価×R8使用量）とR3年度
の光熱費（R3単価×R8使用量）の差額を、物価高騰分によるものとして
支援する。
③
小学校　R8年度48,034,340円ーR3年度30,726,218円＝17,308,123円
中学校　R8年度18,551,860円ーR3年度12,631,486円＝5,920,374円
物価高騰分　17,308,123円＋5,920,374円＝23,228,497円
④市内小中学校

－ － － － R9.2 議決 R8.4 R8.4 R9.3 過度な節電対策による影響のない学校運営
を市内全小中学校（全13項）で実施する。

明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

事業始期 国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記

配分予定額計

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                     68,591

                                                                                            -

                                                                                     62,958

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

                                                                                    131,549

                                                                                            -

エラー（自治体
名記載不備）

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

131,549                                                                          国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

メールアドレス kikaku@city.susono.shizuoka.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限

度額を上限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

大橋　翔

                                                     170,440

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

交付対象経費(地方単独事業費)
（R８補正予算分）

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額②
にかかる交付対象経費

                                                                            15,268
令和8年度既配分額

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②

エラー（既配分
額記載不備）

エラー（担当者・
連絡先記載不

備）

-                                                                                   

131,549                                                                          

131,549                                                                          

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度

事業終期基金
個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業

予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。 予算化の

方法

Ｂ
※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

市長戦略部戦略推進課担当部局課名

22220

【22_静岡県】

22220_静岡県裾野市

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                      68,591（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限
度額を上限として参考表記

                                                                                            -

055-995-1804

                                                                                    131,549 移管先  交付限度額計総務省

自治体利用欄

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各省
庁の通知の発出状況に
定義されている対象分

野)

自治体利用欄

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

自治体での予
算区分

                                                                                            -

今回配分予定額
国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     15,268

国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②　（令和８年６月５日通知分）

配分予定額計
国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     15,268

小計　交付限度額（R8補正予算分） 15,268                                                                            

15,268                                                                            


